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RIETI - JRI 共催ウェビナー

エネルギー需要起点（デマンド・
ドリブン）の脱炭素経済



産学バリューチェーン

・国立大学法人法第22条5項：当該国立大学における研究の成果を普及し、及
びその活用を促進すること

産学連携の根拠

・研究成果を事業に繋げ、社会価値を生み出すことで社会貢献
・社会貢献に対する評価を「自由な研究（自由の学風）」を担保する環境整備

産学バリューチェーンの意義

・独立行政法人化後、前年比1％の運営交付金の削減
・指定国立大学として、世界に伍する研究、教育を持続・発展

産学バリューチェーンに関連する事柄

・「自由な研究」を社会価値を生む事業に繋げるには、課題解決の技術創出が
必要

・技術創出を含めた観点から、研究者と事業主との共創態勢の構築
・京都大学に属する3000名を超える研究者の研究活動を、事業化の観点から検

討し把握（構想力のある人材）

産学バリューチェーン形成に関連する課題
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Creation

大学の価値
（知）を高く
保ち、知の循
環を通して持
続社会に貢献



Unrestricted 
research
自由な研究

Results of 
academic 
research

学術研究の成果
Creation of

technologies
技術の創出

Commercialization
事業化

Creation
of values
価値の創出

“Kyoto University Model”
Industry-Academia Collaboration

Value Chain

Science-Push Needs-Pull
Technology 

for Commercialization

電源構成でのLNG：

37％(2019）→ 20％(2030)
CO2からの合成燃料

・カーボンニュートラルメタン→DAC

・再生エネルギー水素→光触媒

・エネルギーセキュリティー→国内産再エネ水素→分散型エネルギー資源

・光触媒による水分解
・膜を用いる高量、高

選択性DAC技術

・VPP（5G,6G)
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Creation

参考文献
経済産業省「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」、2021年10月；柴田善朗「CCU・カーボンリサイクルに必要な
低炭素化以外の視点」、IEEJ、2020年2月掲載

Carbon Circular Society
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再エネ水素

合成メタン

化学品 DAC

CCU

再エネ発電

LNG発電
蓄電池

充電

充電EV リサイクル：
炭素循環

「経済産業省資料に国土交通省港湾局が一部追記」に一部追記



①共同研究と受託研究の受入額京都大学における産官学連携の体制図
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経済産業省：蓄電池産業の現状と課題について

トヨタ自動車他パナソニック他 東芝他
NbTi系酸化物



参考資料
電気自動⾞⽤⾰新型蓄電池開発(RISING3)概要

プロジェクトリーダー
安部武志 教授

事業期間：2021 年度〜2023 年度 (2025年まで予定)

我が国の経済を牽引する自動⾞産業の競争⼒維持と強化の観点で、世界に先駆けて電気自動（EV）、
プラグインハイブリッド電気自動⾞（PHEV）、燃料電池自動⾞等の次世代自動⾞の市場を確⽴すること
を国家戦略とし、これら次世代自動⾞の市場シェアを⼤幅に引き上げることを目指している。これらの次世代
自動⾞に共通な技術的課題が⾞載⽤蓄電池技術であり、⾰新的な蓄電池、特に従来の蓄電池の耐久
寿命や容量（エネルギー密度）を⾶躍的に向上させる蓄電池の実⽤化が待望されている。

対象とする電池系

②亜鉛負極電池

①フッ化物電池
RISING3体制図

課題︓コンバージョン
反応、固体/ゲル界
面、高温作動など

課題︓溶解再析出制御など

(高エネルギー密度)

(高容量・安価)

オープンイノベーション2.0
多対多：コンソーシアム
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再エネ水素

合成メタン

化学品 DAC

CCU

再エネ発電
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蓄電池
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発電と蓄電

「経済産業省資料に国土交通省港湾局が一部追記」に一部追記
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経済産業省：蓄電池産業の現状と課題について

・エネルギー基盤を自国での生産基盤として維持 ： エネルギーセキュリティー
・サプライチェーン ： 自国内での協業
・化石資源 ： 炭素循環
・鉱物資源 ： リサイクル
・製品 ： リサイクル
・サービス ： 5G,6Gを利用したVPP

蓄電池の容量の推移（2035年）
車載用電池：2070 GWh > 小型民生用電池：193 GWh > 定置用電池：165 GWh

・オープンイノベーション3.0：プラットフォーマーと多くのステークホルダー
プラットフォーマーが全体最適化を行うことで初めてベネフィット

(VPP)

オープンイノベーション2.0
多対多による社会課題解決

需要家
(ユーザ-)
視点

Carbon Circular Society

CO2排出
需要家
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プラットフォーマー （Platform as a Service)

システムに対して果たすべき役割

ナッシュ均衡ではなくパレート効率性の追求

1．スマートシティ実証試験を行う大企業 ⇄ ナッシュ均衡

2．CNポートを構築する行政機関 ⇄ State Democracy

3．知を集約する大学 ⇄ Circular Academia

オープンイノベーション 1.0 → 1：1 → 短期での成果 → IT、AI
オープンイノベーション 2.0 → 需要家を含めた多様なステークホルダー →

中長期での成果 → ものづくり、ライフサイエンス
オープンイノベーション 3.0 → 1：多 → 長期での最適化 → グリッド
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「『人・社会・環境』に迫る危機」
京都大学フィールド科学教育研究セン

ター 石原正恵 准教授 「物言わず変わる
森」

京都大学総合生存学館 関山健 准教授
「気候安全保障ー気候変動に起因する紛争リ
スク」

京都大学地球環境学堂 トレンチャー・
グレゴリー 准教授 「「気候危機」とは何
か？国内外で地球温暖化がもたらしている影
響について」

京都大学大学院農学研究科 山根久代
准教授 「気候変動が果樹生産に及ぼす影
響」
「サイエンスの貢献」

京都大学白眉センター 井上恵美子 特
定准教授 「気候変動政策とイノベーション
－カーボン・ニュートラルの実現に向けて
－」

京都大学東南アジア地域研究研究所 小
川まり子 助教 「熱帯泥炭地域の雨のモニ
タリングから地球温暖化を考える」

京都大学防災研究所 廣井慧 准教授
「ITができること、その展望」

京都大学生存圏研究所 三谷友彦 准教
授 「次世代グリーンケミストリーに貢献す
るマイクロ波加熱技術」


